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1. 平成29年9月期第3四半期の連結業績（平成28年10月1日～平成29年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年9月期第3四半期 16,486 14.0 1,510 112.2 1,591 104.6 1,078 128.2

28年9月期第3四半期 14,465 △1.9 712 △45.8 777 △43.7 472 △40.2

（注）包括利益 29年9月期第3四半期　　1,291百万円 （201.4％） 28年9月期第3四半期　　428百万円 （△54.8％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

29年9月期第3四半期 56.98 ―

28年9月期第3四半期 24.50 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

29年9月期第3四半期 19,303 12,409 64.3

28年9月期 19,565 11,196 57.2

（参考）自己資本 29年9月期第3四半期 12,409百万円 28年9月期 11,196百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

28年9月期 ― 2.50 ― 2.50 5.00

29年9月期 ― 2.50 ―

29年9月期（予想） 2.50 5.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成29年 9月期の連結業績予想（平成28年10月 1日～平成29年 9月30日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 20,000 △2.4 1,550 41.1 1,700 16.2 850 △2.2 44.33

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年9月期3Q 21,103,514 株 28年9月期 21,103,514 株

② 期末自己株式数 29年9月期3Q 2,176,077 株 28年9月期 2,227,677 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 29年9月期3Q 18,918,971 株 28年9月期3Q 19,287,017 株

※四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）3ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
（１）経営成績に関する説明 

当第 3 四半期連結累計期間における我が国経済は、外部環境として、海外においては、

欧州経済では景気指標は引き続き堅調であるものの、欧州中央銀行の景気回復に伴う資産

購入額縮小動向が注目される状況、また、米国経済では、個人消費の回復傾向が継続、企

業業況や雇用等の指標も経済拡大基調が続いていることを示しており、6 月には、昨年 12
月、本年 3 月に引き続き、政策金利が引き上げられました。しかし、トランプ政権でのロ

シア疑惑や政府高官が定まらない等、政治的な不透明感が引き続いており、株価は好調な

がら、金融・経済情勢への動静が不確定要因となっております。 
また、減産合意後の原油価格動向に加え、中国経済を始めとする新興国経済の減速地合

いも引き続いており、先行きが見通せない状況です。 
一方、国内経済は、政府の経済政策と日銀の異次元の金融政策が継続され、円相場も変

動する中で、原油価格・為替動向に加え、その後の都議選を契機とした現政権への支持率

低下もあり、先行き不透明な状況が続いております。 
当社グループが中核事業としている建設業界におきましては、財務省長野財務事務所の

四半期発表では、長野県内経済は緩やかに回復しつつあり、個人消費は持ち直しており、

住宅建設は前年を上回っている。企業収益について通期は減益見通し、設備投資計画につ

いて通期は減少見通しとされています。しかしながら、当地区においては、一部には、設

備投資に前向きな企業が出てきている局面はあるものの、今後の見通しについては、全般

的に景況感は低迷すると予想する等、厳しい状況が引き続いております。 
このような環境下にあって、当社グループの当第 3 四半期連結累計期間における連結売

上高 16,486 百万円(前年同四半期比 14.0％増)となりました。 
損益面につきましては、営業利益 1,510 百万円(前年同四半期比 112.2％増)、経常利益

1,591 百万円(前年同四半期比 104.6％増)、親会社に帰属する四半期純利益は 1,078 百万

円(前年同四半期比 128.2％増)となりました。 
 
セグメントの業績は次のとおりです。 
 

（建設事業） 
完成工事高 13,204 百万円(前年同四半期比 15.6％増)、営業利益は 1,089 百万円(前年同

四半期比 60.8％増)となりました。 
 

（エンジニアリング事業） 
完成工事高 1,298 百万円(前年同四半期比 6.1％減)、営業利益は 191 百万円(前年同四半

期比 32.9％増)となりました。 
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（開発事業等） 
開発事業等売上高 2,006 百万円(前年同四半期比 19.1％増)、営業利益は 284 百万円(前

年同四半期営業損失 58 百万円)となりました。 
 

（２）財政状態に関する説明 
当第 3 四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末に比べ 262 百万円減少の

19,303 百万円になりました。 
主な変動要因は、現預金や未成工事支出金等の増加はあったものの、開発事業等支出金

や販売用不動産等の減少による流動資産の減少であります。 
負債の部では、固定負債の若干の増加に加え、流動負債の未成工事受入金等の増加はあ

ったものの、短期借入金や工事未払金等の減少により、前連結会計年度末に比べ 1,475 百

万円減少の 6,893 百万円となっております。 
純資産の部では、利益剰余金、その他有価証券評価差額金等の増加により 1,213 百万円

増加の 12,409 百万円となっており、これらにより当第 3 四半期連結会計期間末における

自己資本比率は 64.3％となっております。 
 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 
平成 29 年 5 月 15 日に公表いたしました通期の業績予想について、現時点での変更は

ありません。 
 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 
（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 
  （税金費用の計算） 

税金費用については、当第 3 四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっております。 
（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
  （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平
成 28 年 3 月 28 日）を当第 1 四半期連結会計期間から適用しております。 

  （信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）） 
当社は、平成 25 年 4 月 12 日開催の取締役会において、当社従業員に対する当社

の中長期的な企業価値向上へのインセンティブの付与を目的として、「信託型従業員

持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以下、「本プラン」といいます。）の導入
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を決議いたしました。 
本プランは、「株式会社ヤマウラ従業員持株会」（以下、「持株会」といいます。）に

加入するすべての従業員を対象とするインセンティブ・プランです。本プランでは、

当社が信託銀行に「株式会社ヤマウラ従業員持株会専用信託」（以下、「従持信託」と

いいます。）を設定し、従持信託は、平成 25 年 5 月以降 7 年間にわたり持株会が取

得すると見込まれる数の当社株式を予め取得します。その後は、従持信託から持株会

に対して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に

株式売却益相当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益

者適格要件を満たす者に分配されます。なお、当社持株会への売却により信託内に当

社株式がなくなった場合には、信託期間の満了前に信託収益を受益者に分配し信託が

終了しますが、当第 1 四半期連結会計期間に当社持株会への売却により当社株式がな

くなったため信託が終了いたしました。 
当社株式の取得及び処分については、当社が従持信託の債務を保証しており、当社

と従持信託は一体であるとする従来採用していた会計処理を継続して採用しており

ます。 
また、この当社株式は、従持信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より純資産の部に自己株式として計上しており、1 株当たり情報の算定上は控除する

自己株式に含めております。 
当該自己株式の帳簿価額、株式数、借入金の帳簿価額は次のとおりです。なお、当

第 1 四半期連結会計期間に信託が終了したため、第 3 四半期連結会計期間末に信託に

残存する当社株式はありません。 
 
 

 前連結会計期間末 当第 3 四半期連結会計期間末

期末株式数 51,600 株 － 

信託における帳簿価額 16,640 千円 － 

総額法の適用により計上され

た借入金の帳簿価額 
－ － 

 
 

 前第 3 四半期連結会計期間 当第 3 四半期連結会計期間 

期中平均株式数 176,931 株 8,466 株 
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(3） 四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 
 

（セグメント情報等） 

前第 3 四半期連結累計期間（自平成 27 年 10 月 1 日 至平成 28 年 6 月 30 日） 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

                    （単位：千円）

 

報告セグメント 
調整額 
（注）1 

四半期連結損益計
算書計上額 （注）2建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

売上高 

外部顧客への売上高 

 

11,421,248

 

1,382,198

 

1,661,895

 

14,465,342

 

― 

 

14,465,342
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 ― ― 23,085 23,085 △23,085 ―

計 11,421,248 1,382,198 1,684,980 14,488,427 △23,085 14,465,342

セグメント利益又は損失（△） 677,759 144,116 △58,194 763,681 △51,654 712,027

（注）1.  セグメント利益の調整額△51,654 千円には、セグメント間取引消去 7,543 千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△59,198 千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

 2.  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 

 

当第 3 四半期連結累計期間（自平成 28 年 10 月 1 日 至平成 29 年 6 月 30 日） 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報 

                    （単位：千円）

 

報告セグメント 
調整額 
（注）1 

四半期連結損益計
算書計上額 （注）2建設事業 

エンジニアリ
ング事業 

開発事業等 計 

売上高 

外部顧客への売上高 

 

13,204,567

 

1,298,121

 

1,983,585

 

16,486,273

 

― 

 

16,486,273
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 ― ― 23,085 23,085 △23,085 ―

計 13,204,567 1,298,121 2,006,670 16,509,359 △23,085 16,486,273

セグメント利益 1,089,875 191,479 284,450 1,565,805 △55,038 1,510,767

（注）1.  セグメント利益の調整額△55,038 千円には、セグメント間取引消去 7,868 千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△62,907 千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

 2.  セグメント利益は、四半期連結損益計算書上の営業利益と調整を行っております。 
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４.補足情報

　(1)　生産、受注の状況　（自平成28年10月1日至平成29年6月30日）

個別受注実績 (百万円未満切り捨て）

5.1%

0.7%

（注） 1.　受注高は、当該四半期までの累計額。

2.　パーセント表示は、前年同四半期比増減率。

3.　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(単位：百万円)

前年同四半期比

（　％　）

官公庁 631 (3.9) 4,619 (30.0) △ 86.3

民　間 10,941 (67.6) 7,955 (51.7) 37.5

計 11,572 (71.5) 12,575 (81.7) △ 8.0

官公庁 1,017 (6.3) 1,148 (7.5) △ 11.4

民　間 191 (1.2) 89 (0.6) 115.0

計 1,209 (7.5) 1,237 (8.1) △ 2.3

官公庁 1,648 (10.2) 5,767 (37.5) △ 71.4

民　間 11,132 (68.8) 8,045 (52.3) 38.4

計 12,781 (79.0) 13,812 (89.8) △ 7.5

官公庁 22 (0.1) 185 (1.2) △ 88.0

民　間 1,392 (8.6) 1,250 (8.1) 11.3

計 1,414 (8.7) 1,436 (9.3) △ 1.5

官公庁 1,671 (10.3) 5,953 (38.7) △ 71.9

民　間 12,525 (77.4) 9,296 (60.4) 34.7

計 14,196 (87.7) 15,249 (99.1) △ 6.9

1,983 (12.3) 141 (0.9) 1,299.2

16,179 (100.0) 15,391 (100.0) 5.1

（注） 1.　（　　）内のパーセント表示は、構成比率。

2.　百万円未満は、切り捨てて表示しております。

3.　上記金額には消費税等は含まれておりません。

[個別受注実績に関する定性的情報等]

合　　　　　計

　　　当該四半期の個別受注実績は上記のとおりであります。

　　　受注実績は、16,179百万円（前年同四半期比5.1％増）となりました。

エンジニアリング事業

　計

開　発　事　業　等

建
　
設
　
事
　
業

建　築

土　木

小　計

第3四半期 第3四半期
区　分

平成29年9月期 平成28年9月期

受注高

平成29年9月期第3四半期 16,179百万円

平成28年9月期第3四半期 15,391百万円

受注工事高の官民内訳

㈱ヤマウラ（1780）　平成29年9月期　第3四半期決算短信
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